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1. はじめに 

効果的な防災や減災を実現するために、情報の共有が

大きな役割を担っていることは古くから知られている。

災害の発生時に、どこで何が起きているのか、どのよう

な避難行動をとれば良いのかといった情報が防災無線や

公共放送などを通して共有されることは、大きな防災・

減災の効果をもたらしてきた。その重要性から、これら

の技術はすでに社会的な公共インフラとして国や自治体

に定着したものとなっている。 

2011 年 3 月に発生した東日本大震災において特筆すべ

きことは、SNS 等の情報通信技術を用いた防災・減災に

関する様々な取り組みが行われたことである。たとえば、

「twit for you」[1] と呼ばれるサービスでは、支援物資を

送る側と受け取る側とのマッチングを行い、被災地にお

いて必要とされているニーズにリアルタイムかつ的確に

応えることを可能とした。他にも、「Hack for Japanプロ

ジェクト」[2] などを通して様々な取り組みが行われ、一

定の成果を実証したといえるだろう。防災無線や公共放

送のような従来の仕組みが単純な一方通行の情報発信で

あったのと比べ、情報通信技術を用いた取り組みにおい

ては双方向の情報共有や様々なプレイヤーが発信を行う

ことができる点で、有用性が高いと考えられる。 

その一方で、災害時の情報通信技術の利用においては、

情報の信憑性などの新たな問題点が浮き彫りになった。

その中でも最も重要なものの一つに、情報通信インフラ

の脆弱性が挙げられる。東日本大震災でも明らかになっ

たように、災害の発生に対して情報通信インフラが正し

く機能し続けることは必ずしも保証されていない。例え

ば、災害により停電の発生による電力供給のストップ、

災害直後の通信路の輻輳による通信の遮断、といった事

象が実際に数多く発生した。災害直後という最も情報が

重大な意味を持つ期間において、これらのインフラが崩

壊してしまうことは、防災および減災の観点からは重大

な課題である。 

そこで、本研究では災害時のインフラ喪失に対する耐

性を持った公共施設向け情報システムの構築を行った。

具体的には、「防災情報ステーション」とよばれる電力

および通信インフラの喪失に対する耐性を持った公共施

設向けキオスク端末の設計・実装を行った。 

電力の遮断への対策として、防災情報ステーションの

内部には大容量のバッテリが搭載され、万が一停電が発

生した場合にもシステムを稼働させ続けることができる

よう作られている。屋外向けには、さらに太陽電池パネ

ルを搭載することでより長期の稼働を可能にした。さら

に、バッテリの残量には限りがあることから、電源供給

が失われた状況下においても最低限の情報通信インフラ

を維持し続けるための様々な工夫を行った。まず、表示

器には電子ペーパーディスプレイ(EPD)を採用した。こ

れにより、LCD やプラズマディスプレイ等の表示器を使

う場合と比較して大幅な電力削減を実現した。さらに、

バッテリの残量等に応じてきめ細かな電力制御を行う為

の仕組みとして、電力管理のためのドメイン固有言語

「TK-PML (T-Kernel Power Management Language)」を設

計し、これに基づく電源制御処理機能を実装した。電力

管理のポリシを TK-PML の簡潔な記述で記述できるよう

にすることで、災害時のサービス提供とインフラ維持と

の間のバランスをとり、防災情報システムとしての最適

な動作を容易に実現できるようにした。 

一方、通信路の遮断に対する対策としては、衛星等を

用いた通信インフラの確保による仕組みを搭載可能とし

た。衛星による通信路の確保は、先行研究として構築さ

れた「街角情報ステーション」[3]  の仕組みに基づくも

のであり、すでに同システムの実証実験を通した実績が

確認されている。 

横須賀市の協力のもと、我々は防災情報ステーション

を同市内の複数の公共施設等に設置を行い、2014 年 3 月

より実運用を開始した。4 月現在も同システムが安定し

て動作を続けていることが確認されており、高い可用性

を実現していることが証明された。また、消費電力の計

測を行った結果、同システムが災害発生からインフラ復

旧に至るまでの期間にわたって動作する省電力性能を実

現していることが確認された。 

 

2. 関連研究 

本研究の先行研究として、YRP ユビキタス・ネットワ

ーキング研究所等によって開発された「街角情報ステー

ション」[3] が挙げられる。このシステムでは、災害発生

時に地上の通信インフラが寸断された状況下でも、衛星

通信を通して安否情報・避難場所・交通状況などの情報

提供が行えることを特徴としたものである。この街角情

報ステーションでは、災害時の通信路の確保という点に

関する課題の解決に成功したが、停電状況に対する対策

はバッテリの内蔵のみであった。本研究で提案する防災

情報ステーションにおいては、表示器を EPDに換えるこ

とで消費電力を大幅に抑えたほか、内蔵バッテリや電源

供給（外部電源および太陽光パネル）の状況に応じたき

め細かな電力とサービスの制御を実現しており、電力イ

ンフラの喪失耐性について大幅な改善が行われている。 

災害による停電などの発生時に、情報機器の動作等を

保護するための仕組みの提供自体は古くから研究され、

そのうち実用化されているものも多い。例としては、
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RAID によるディスクアレイの冗長化や無停電電源装置

(UPS)などが挙げられる。我々の防災情報ステーション

におけるバッテリ自体も UPS そのものであると考えて良

い。一方で、UPS を用いた電源管理では、バッテリ残量

が少なくなってきたときにシステムを安全にシャットダ

ウンさせるといった単純な処理を実現したものが多い。

しかしながら、単純にシャットダウンを実行してしまう

とどんなに緊急性の高い情報も通知できなくなってしま

うので、災害時の情報通信インフラとしてこれは望まし

い動作とは言えない。防災情報ステーションでは TK-

PML により、情報の更新頻度や通信のバンド幅などを縮

める代わりにシステムの動作がより長持ちさせるような

処理を行うなど、その時の状況に合わせて最適な電源制

御を行うことが容易となっている。 

TK-PML 以前にも、現在の状況に応じた省電力制御を

行うアイディアは多数提案されている [4,5,6]。しかしな

がらこれらはいずれも特定の機器構成に対してあらかじ

め決められたポリシに基づく省電力制御を行うものであ

った。しかしながら、防災情報ステーションのようにサ

ービスの内容と省電力化のバランスをとるようなシステ

ムにおいては、優先すべき事項は提供されるサービスと

も密接に関わっており、単一のポリシを決め打ちする方

針ではうまくいかないと考えられる。これを解決する方

式として、筆者らにより省電力制御のルール化が提案さ

れた[7]。TK-PML はこの先行研究を踏まえた上で、先行

研究よりも簡潔な記述により求められる省電力制御を効

果的に実現するために設計されたものである。 

 

3. 防災情報ステーション 

本節では、機器の外観や利用者に提供される機能を含

む、防災情報ステーション全体としての外部仕様的な側

面について、ハードウェア・ソフトウェアの両面から簡

潔に述べる。 

 

3.1 機器の概要 

防災情報ステーションの外観を図1 に示す。全体とし

ては、円形のベンチの中央に EPDの画面をもったキオス

ク端末を搭載したものとなっている。なお、ベンチの内

部(右側)には AEDを格納できる。 

機器上部には各種環境センサ(温度・湿度・放射線)、

カメラ、スピーカーが含まれている。そのほか、公共サ

ービスとして USBアダプタによる充電用の電源供給のた

めのポートや、無線 LANのアクセスポイントによるイン

ターネット回線の提供も備えている。これにより、防災

ステーションにおいて電源的な余裕がある場合には、ス

マートフォン等の各個人が持つ機器を通して情報通信サ

ービスを利用することができるようにした。 

 
図 2 ユーザインタフェース部分の外観 

 
図 1 防災情報ステーションの外観 
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中央部分のユーザインタフェース部分には、EPD 表示

器と三つの押しボタン、非接触カードリーダが搭載され

ている (図 2)。これらのインタフェースを通して、防災

無線のような一方向の同報通知を行うのみでなく、条件

の入力や情報発信など、より複雑な情報交換を行うこと

が可能となっている。 

 

3.2 アプリケーションシステム 

防災情報ステーション上で動作させるアプリケーショ

ンシステムとしては、災害時の情報通信サービスとして、

環境情報・災害情報・列車運行情報交通などの通知を行

う機能を実装した。加えて、家族の安否確認や簡単なメ

ッセージを残す双方向の情報交換機能も実装した(図 3)。 

なお、災害の発生していない平常時には、付近の環境

情報(温度・湿度や放射線量など)や鉄道の運行情報など、

普段の生活に役立つ情報を表示することで、平常時にも

省電力なサイネージシステムとして市民にとって有用と

なるように配慮されている。普段から運用されることで、

いざ災害が発生した時にシステムが動作しないといった

状況を避ける効果も期待できる。このほか、いざという

時に安否確認をスムーズに行うためのスマートカードの

登録を行う画面を持っている(図 4)。 

 

3.3 省電力制御と電力情報の表示 

防災情報ステーションでは、停電が発生し、バッテリ

残量が低下した状況下では、完全な機能を提供する代わ

りに無線 LAN のアクセスポイントの接続機能や USB 給

電機能をオフにするなど、一部のサービスの提供を抑え

るなどして電力の消費を抑え、より長時間にわたって重

要な防災情報の提供を続けるための省電力メカニズムを

提供する。これは、災害によって電力のインフラが喪失

した場合であっても、復旧までの数日間にわたり情報通

信のインフラを提供し続けることを目的としたものであ

る。 

このとき、一部のサービスの提供を停止することで省

電力化を行うとき、利用者に現在の防災情報ステーショ

ンの電力状況を伝えることは非常に大切であると考えら

れる。たとえば、バッテリの残量が著しく減っている状

況下で、より優先度の高い人に通信を譲ることや、あま

り重要でない通信は控えるといった判断を利用者が納得

     
図 3 災害発生時の防災情報ステーションの画面例 

 

     
図 4 平常時の防災情報ステーションの画面例 
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の上で行えるよう、状況を理解させるためのユーザイン

タフェースが重要になる。 

これを実現するため、図 3 の左端の画面を災害時のホ

ーム画面として作成し、接続数や残りの推定稼働時間、

充電許容数などを表示するほか、外部電源が失われるな

ど状況が変化したタイミングでスピーカーを通した通知

が行われるようにした。さらに、電力やサービスの状況

を利用者が常時把握できるよう、画面上部にステータス

表示エリアを設け視覚的に分かり易い形での表示を行う

ようにした。図 5 にステータス表示エリアの表示例を示

す。図 5 のうち、上の表示例は外部電源が繋がれている

状況、下の例は外部電源が失われて充電池で駆動してい

る状況を表している。ステータス表示エリアの左側は電

力の利用状況を示しており、外部からの電力供給が失わ

れたことで無線 LANアクセスポイントへの接続端末数が

制限されるなどサービスが一部停止され、省電力のモー

ドで動作することを視覚的に分かり易く表現している。 

 

4. システム実装 

本研究では、前節で述べた防災情報ステーションのシ

ステムを、組み込みリアルタイム OS のデファクトスタ

ンダードの一つである T-Kernel 2.0 [8] 上に実装した。ハ

ードウェアには、Samsung S5PC110 (Cortex-A8; 1GHz) を

メインの CPUとして搭載した基板を利用している。 

システム全体のアーキテクチャは図 6 に示す通りとな

っている。T-Kernel 2.0 上にその拡張である T-Kernel 

Extension を搭載し、さらにその上位レイヤに EPD 対応

の拡張を加えた Qt [9]を配置した構成となっている。ア

プリケーションシステムは、防災情報ブラウザと呼ばれ

る特殊なプラグイン拡張を持つウェブブラウザとして実

現されており、画面遷移は HTML5および JavaScriptによ

り実現した。 

本システムの実装に関して特筆すべき部分には二点あ

り、EPD での GUI 表示機能の実現部と、TK-PML に基づ

く省電力制御機能の実現部である。以下、これらの各要

素についての具体的な説明を示す。 

 

4.1 EPD表示制御機能 

電子ペーパーディスプレイ(EPD)は、液晶やプラズマ

等のディスプレイなど、現在主流の表示器に比べて高い

低消費電力や視認性などの優れた特徴を持つことから、

電子書籍端末等への採用が進んでいる。これらの特徴は、

防災情報ステーションの要件の一つである省電力性能は

もちろん、屋外への端末の設置等にも適していることか

ら、本端末では EPDを採用した。 

一方で、現在主流の電気泳動方式による EPDでは、画

面の書き換えに数百ミリ秒程度の時間を要するという欠

点があり、画面更新速度の点では液晶やプラズマディス

プレイ等に劣っている。さらに、残像を消すためには一

度完全な白黒反転を行う必要がある一方、白黒反転は見

た目が悪く、ユーザの利用感を損ねるという問題点があ

る。 

このことから、EPD の利用にあたっては、ユーザの利

用感をなるべく損ねず、なおかつ残像が残らないように、

適切なタイミングで適切な画面更新処理を行う必要があ

る。これを実現するため、本研究では Qtに拡張を加え、

EPD 独特の表示制御を行う仕組みを追加した。具体的に

は、本研究ではスクリーンの実装クラスを EPD向けに拡

張した QTKernelEPDScreen クラスを構築し、対応する

スクリーンのインスタンスをこのクラスにダウンキャス

トすることで、同クラスのメソッドを通して細かな EPD

制御が行われるようにした。追加されたメソッドのうち、

主なものは以下の通りである。 

 

 void setAutoRefreshMode(RefreshMode mode, 

int opt); 

 画面の自動再描画の際のモード設定を行う 

 RefreshMode autoRefreshMode(int* opt); 

 画面の自動再描画の際のモード取得を行う 

 void refresh(const QRect &r, RefreshMode 

mode); 

void  refresh(RefreshMode mode); 

 画面の手動更新を行う 

 

ここで、RefreshMode 型により指定される更新モード

には、Full, Partial, Noneのいずれかが指定できる。Fullは

白黒反転を行う完全な画面更新であり、Partial は白黒反

 
 

 
図 5 ステータス表示エリアの画面例 

 
図 6 システムアーキテクチャ 
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転を間引いた部分更新となる。後者の更新については、

引数 opt によりどの程度白黒反転を間引くかを指定可能

とした。None を指定した場合にはシステムによる自動的

な EPD制御は行われなくなり、アプリケーション側が手

動で更新タイミングを制御することとなる。 

これらのメソッドを用いて、アプリケーション側では

以下のような画面制御を実装した。 

 

 ステータス表示エリアの描画更新は部分更新の設定

とし、白黒反転は行わない、すなわちすべての更新

を間引く設定とした。 

その理由としては、ステータスエリアの表示更新は

頻繁であること、状態が変化しても表示位置が決ま

っているため余計な部分に残像が残らないことが挙

げられる。さらに、表示が変化するインジケータ部

分は非アクティブ時には元々グレー表示されている

ため、多少色がずれてもほとんど目立たないことか

らそのような実装とした。 

 一方、それ以外のアプリケーション表示部分につい

ては、すべて完全更新を行う設定とした。ただし、

画面更新中のちらつきを抑えるため、内部的に更新

開始までに 200ミリ秒のディレイを設け、一括して

描画更新を行うようにしている。 

さらに、HTMLおよび JavaScript側での画面制御の

表示タイミングの調整を行うため、ブラウザの拡張

機能として、EPD制御用の JavaScript APIを追加し

た。具体的には、アプリケーション側から、

window.setUpdatesEnabled(false); を呼び出す

ことで、次にこの関数が trueの引数で呼び出され

るまで画面更新を遅延させることを可能とし、頻繁

な白黒反転による画面のちらつきを避けることを可

能にした。 

 

4.2 省電力制御機能 

電力インフラが失われた状況下で、内蔵バッテリによ

る防災・減災のための情報を提供するとき、短時間の間

動画再生等を含めたリッチな情報サービスを提供するよ

りは、インフラが復旧するまでの長時間にわたって最低

限の情報を提供し続けることが目的上望ましい。 

これを実現するためには、その時の様々な状況に応じ

てきめ細かな省電力制御を行う必要がある。これを行う

ために設計したのが、コンテクストに基づく省電力制御

のためのドメイン定義言語「TK-PML (T-Kernel Power 

Management Language)」である。基本的な考え方は、筆

者らによる先行研究 [7] に基づくが、本研究で新たに作

成した TK-PML は XML ベースだった記述をより直感的

な専用言語化するとともに、マクロとなるルールの記述

を可能とすることでその記述力を大幅に高めたものとな

っている。 

TK-PML による電源制御ルールの記述例を図 7 に示す。

図に示されるように、電源制御ルールは cond や match

などの関数型言語に見られる構文を用いた式の列として

定義されている。 

ルール内に現れる識別子は、“@”で始まるものと“$”で

始まるもの、いずれもつかないものに分けることができ

る。うち前二者は特殊な意味を持っており、“@”で始まる

識別子は電力制御対象に対して指定されたアクション、

“$”で始まるものは現在の状況を示す識別子となっている。

具体的な例としては、“@wifi”, “@webcam”, “@speaker”は

それぞれ、無線 LANアクセスポイントへの最大接続可能

数、ウェブカメラの電源の ON/OFF、スピーカーの電源

の ON/OFF を決定するための名称となっており、これら

を式として評価した結果が電力制御ルールの評価結果と

してそれを満たすような省電力制御が行われる。一方、

“$”で始まるものの例としては、“$extpower”, “$batt”な

どが挙げられるが、これらはそれぞれ外部電源の供給の

有無、バッテリ残量の割合(パーセント)を示す識別子で

あり、これらの評価結果は現在の機器状態に応じて動的

に変化する。 

TK-PML の実装については、機器などの状態変化は頻

繁であることから、可能な限り効率的にルールを評価す

ることが求められる。例えば、TK-PML の評価を行う際

に単純に全てのルールを再評価する方針では明らかに効

率が良くない。このため、すべての識別子に対して、再

計算が必要かどうかを内部的には識別子ごとに付加され

たフラグを元に判断し、必要な場合に再計算を行うよう

にしている。これは記憶管理におけるダーティフラグに

相当する。また、再計算処理を効率化するため、あらか

じめルールの評価順序を決定しておき、その順番に基づ

き単純に再計算を行う方針とした。評価順序は一般的な

トポロジカルソートの問題 [10] に帰着し、効率的に計算

可能である。 

define mode = 
  cond { 
      $extpower -> "usual" 
    | $solar && $batt >= 70 
        -> "level_1" 
    | $batt >= 50 -> "level_2" 
    | $batt >= 30 -> "level_3" 
    | true -> "critical" 
  } 
 
define @wifi = 
  match (mode) { 
      "usual" -> {power: true, maxconn: 20} 
    | "level_1" | "level_2" 

-> {power: true, maxconn: 5} 
    | _ when $batt >= 10 

-> {power: true, maxconn: 1} 
    | _ -> {power: false} 
  } 
 
define @tsensor = 
  $lan && mode = "usual" 
 
define @usbport_b = 
  match (mode) { 
      "usual" -> true 
    | _ -> false 
  } 
 
define @webcam = 
  $lan && mode = "usual" 
 
define @speaker = 
  true 

 

図 7 TK-PMLの記述例 
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5. 評価 

本節では、首都直下地震を想定例として、災害発生に

よる電力インフラの喪失の際にも防災情報ステーション

が有効に機能することの検証を行う。 

内閣府の被害想定に対する資料 [11] によると、都心西

部直下地震(M6.9)の被害最大ケースにおいて、電力ライ

フラインに対しては地震発生直後に約 180 万軒の停電が

発生し、約 3～4日でその半数が復旧し 6日後には 9割以

上が復旧すると推定されている。すなわち、概ね 3 日を

目安としてサービスを継続できる必要性があると考えて

よい。 

防災情報ステーションに搭載されているバッテリの容

量は 480Whである。一般的な 6インチ液晶ディスプレイ

では、通常使用時の消費電力が 5W～10W 程度であるの

で、ディスプレイによる電力消費のみを見積っても高々

2～4 日程度しか持たないことが分かる。一方、本研究で

使用した 6インチの EPDパネルの消費電力は定常状態で

0.11W、画面更新時に 0.29Wの電力消費(いずれも平均値)

であり、省電力性能的に優れた性能を発揮することが確

認された。 

本評価では、外部電力が接続されている場合には全て

のサービスを有効とし、停電が発生したときには環境セ

ンサ・カメラ・USB給電を無効にしたうえで、無線 LAN

のアクセスポイントを高パフォーマンスなモードから省

電力なモードに切り替えるような記述を行い、それぞれ

の状況下での消費電力を計測した。結果、外部電源を接

続した状況下での消費電力が 15.2W、停電発生時の消費

電力が 7.1W となることが確認された。これはちょうど

ほぼ三日間外部からの電源供給なしにシステムを稼働さ

せるのに必要な電力性能である。また、TK-PML を通し

て状況に応じて無線 LANのアクセスポイントやカードリ

ーダの読取り機能等もオフとすることで、消費電力が

3.0W に削減されることが確認された。この消費電力では、

停電の発生から 6 日間にわたってシステムを稼働させる

ことができると試算される。 

全体としては、どのような省電力制御ルールを設定す

るかに依存するが、本システムにより災害時の電力イン

フラの喪失に対し、状況に応じて最適なサービスを提供

しながらも、インフラの復旧までの期間において情報通

信サービスを継続して提供できることが確認された。 

 

6. 結論 

本研究では災害時のインフラ喪失に対する耐性を持っ

た公共施設向け情報システム「防災情報ステーション」

の設計および実装を行った。同システムは、災害発生時

において電力および通信インフラが失われた場合にも安

定的に情報を提供し続けるように作られており、情報通

信技術による防災・減災の助けが得られなくなることが

ないことを目的とした。 

防災情報ステーションの構築にあたっては、内蔵のバ

ッテリの容量には限りがあることから、電力をどのよう

に効率的に利用するかが重要となる。本研究では、EPD

表示制御機能・TK-PML による省電力機能を新たに導入

し、それにより現在の電力供給等の状況に合わせて最適

なサービス提供と省電力化のバランスをとることを可能

にした。評価の結果、本システムが防災情報ステーショ

ンに求められる省電力性能を実現できることが確認され、

本研究の目的の実現に有用であることが示された。 
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